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子会社の異動を伴う株式の取得に関するお知らせ 

 

当社は、本日、下記のとおり株式会社マイクロネットワークテクノロジーズ（以下、MNT社という。）の発

行済の全株式を取得（以下、本株式取得という。）し、連結子会社化いたしましたので、ご報告いたします。

なお、本件は、東京証券取引所における適時開示基準に該当しないため、開示事項・内容を一部省略してお

ります。 

 

記 

 

1.株式の取得の理由   

 2017 年 1 月 25 日に発表しました「DIC 株式会社との資本業務提携、第三者割当による新株式発行及び自己

株式の処分並びに主要株主、主要株主である筆頭株主及びその他の関係会社の異動に関するお知らせ」の３（２）

調達する資金の具体的な使途に記載のとおり、当社の IT システムは前回の大規模投資から約 20 年が経ち、

ハード・ソフト面における保守運用コストや障害発生リスクの増加が想定されるため、ITシステムの刷新、及

び新システムの構築が急務であります。しかしながら、昨今の IT 人材の慢性的な不足により、想定通りには

進捗しておりません。 

 MNT 社は、基幹システムからスマートフォンアプリの受託開発まで幅広い分野でのソフトウェア開発、サー

バ/ネットワークのインフラ領域におけるサービスを提供するネットワーク設計・構築、及び自社のシステム

エンジニアによる技術支援事業などを行っております。 

 本株式取得により MNT社を子会社化することで、必要な時期に必要な IT人材を配員できる環境が整備され、

経営上の重要な課題であった IT システムの刷新、及び新システムの構築のスピードを上げることが可能とな

ると考えております。 

 また、IoTやビッグデータ、人工知能など ITの急速な発達により、産業構造やビジネスモデルがかつてない

スピードで変革する中、ますますソフトウェアが重要になっており、ソフトウェアに関する知見が不足してい

る当社にとって、本件株式取得が持続的成長、企業価値向上に資するものと判断しております。 

 さらに、MNT社にとっても、本株式取得により経営基盤が安定化し、化学メーカーの業務知識を習得するこ

とでセールスバリューが高まり、今後の事業拡大に大きく貢献することができると期待しております。 

 

2.異動する子会社の概要 

(1)名称 株式会社マイクロネットワークテクノロジーズ 

(2)所在地 東京都千代田区大手町一丁目9番2号 

(3)代表者の役職・氏名 代表取締役 藤方裕伸 

(4)事業内容 
ソフトウェア開発、ネットワーク設計・構築 

システムエンジニアリングサービス 

(5)資本金 59百万円 

  

 



(6)設立年月日 2013年 3月 26日 

(7)大株主及び持株比率 大株主が個人であることから開示を控えさせて頂きます。 

(8)上場会社と当該会社との間の

関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

 

(9)当該会社の最近 3年間の経営成績及び財政状態 

決算期 2015年7月期 2016年7月期 2017年7月期 

純資産 36百万円 59百万円  79百万円 

総資産 136百万円 385百万円 850百万円 

売上高 421百万円 826百万円 1,240百万円 

 

3.株式取得の相手先の概要 

(1)氏名 

株式取得先が個人であることから開示を控えさせていただきます。 
(2)住所 

(3)上場会社と当該個人の関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

 

4.取得株式数、及び取得前後の所有株式の状況 

(1)異動前の所有株式数 

0株 

（議決権の数：0個） 

（議決権所有割合：00.00％） 

(2)取得株式数  
普通株式  90,000株 

Ａ種種類株式14,500株（議決権なし） 

(3)異動後の所有株式数 

普通株式   90,000株 

（議決権の数：90,000個） 

（議決権割合：100％） 

Ａ種種類株式 14,500株 

（議決権なし） 

 

5.日程 

  株式譲渡実行日：2018年 4月 6日 

 

6.今後の見通し 

 本件株式取得による当社の 2018年 3月期並びに来期以降の連結業績に与える影響等につきましては、軽微

でありますが、開示すべき事項が生じた場合は速やかにお知らせいたします。 

 

以 上 


